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１．経緯 
 

枚方市では、食糧事情が厳しかった昭和２２年(１９４７年)の町立枚方小学校におけ

る「馬鈴薯給食※１」に始まる、約６５年間の小学校給食の歴史があります。 

昭和２６年には、小学校８校で完全給食※２を開始し、昭和４０年代には４つの共同調

理場を順次整備しました。 

その後は単独調理場の整備を進め、２つの共同調理場の廃止を経て、現在は４５校の

小学校において、２８校には単独調理場（うち７校はドライシステム※３）、１７校には

第三及び第四の２つの共同調理場により小学校給食を提供しています。 

平成１７年～２０年に新設した７校の単独調理場を除く残りの調理場は、昭和４１年

～５８年の間に建築したもので、老朽化が進みその対策が急務となっています。 

 

一方、これまで実施に至っていない中学校給食については、平成２３年度における大

阪府の中学校給食導入促進事業の創設を受けて、選択制の共同調理場(ランチボックス)

方式※４による導入に向けた取り組みを進めることとしています。 

 

このたび、老朽化が進む小学校の給食調理場の整備について早急な対応を図るため、

中学校給食の実施を踏まえた、小中学校全体としての給食調理場の一体的な整備手法等

に関する方針をとりまとめ、お示しするものです。 

 

※１ 馬鈴薯給食  ：枚方町内の農業会から学童救援用として提供された馬鈴薯を茹でて、一部実施し

た給食。 

 

※２ 完全給食   ：給食内容がパン又は米飯（これらに準ずる小麦粉食品、米加工食品その他の食品

を含む。）、ミルク及びおかずである給食。 

 

※３ ドライシステム：常に床が水で濡れている状態であるウェットシステムに対して、水を必要以上に 

流さず、流したら水分を取り除き、床を常に乾いた状態に保つことにより、食中 

毒の原因となる細菌の繁殖を防止し、水はねによる汚染等を防止するシステム。 

 
※4 選択制の共同調理場（ランチボックス）方式： 

市が建設した共同調理場で調理し、一人分ずつランチボックス（お弁当箱）に詰

めた給食を各中学校に配送し、希望者に提供する方式。 
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２．学校給食における基本的な取り組み 
学校給食法に定める学校給食の目標達成に向けて、本市では学校給食の実施にあたっ

て、以下の観点に着目して取り組んできました。 
老朽化が進み、更新の時期を迎えた調理場の施設・設備の整備にあたっても、これら

の取り組みを踏まえる中で、本市の学校給食の充実を図っていくものです。 
今後も、枚方の子どもたちの健やかな成長と学びを支える、本市ならではの学校給食

の提供に努めます。 
 
（１） 栄養バランスのとれた安全で安心なおいしい給食の提供 
（２） 温かみのある適温給食の提供 
（３） 食育の推進 
（４） 適正な調理環境の確保 
（５） 環境への配慮 
（６） 効果的・効率的な整備と運営 

 
 
３．学校給食調理場の現状と課題 
（１）小学校給食調理場 

① 老朽化が進む小学校給食調理場 

２か所の共同調理場は建築後４１年と３９年で、単独調理場は１か所が４０年、 

１８か所が３０年を経過しており、２か所も建築後２９年となっています。１０年未

満の７か所は、ドライシステムの単独調理場です。 

２か所の共同調理場及び２１か所の単独調理場については、老朽化が進んでいるこ

とから、早急な整備に向けた検討が必要です。 

 

 
 

② 小学校給食調理場の運営形態 
小学校給食調理場では、第２次行政改革推進実施計画に基づき、第二学校給食共同

調理場を廃止するとともに、平成１７年度以降、新たにドライシステムの単独調理場

を整備し、その運営を民間に委託してきました。現在では７校（小倉、山田東、中宮、

西長尾、伊加賀、蹉跎東、牧野）が民間委託による運営となっています。 
今後も、給食調理場の民間委託を含めた運営形態について、施設の整備にあわせた

検討を行う必要があります。 
 

区 分 
経  過  年  数 

４０年以上 ３９年～３０年 ２９年～１０年 １０年未満 合 計 

共同調理場 １ １ － － ２ 
単独調理場 １ １８ ２ ７ ２８ 

（単位：箇所） 
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③ 児童数の推移予測 

本市の児童数は、平成２４年度の 2３,０４３人から、学年進行による予測では平成 

３０年度には 1,１０３人（４.８％）減の 2１,９４０人となる見込みです。学校給食調

理場の整備においては、児童数の推移を注視していく必要があります。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
④ 学校給食管理運営経費の決算状況と調理員数の推移 

学校給食管理運営経費の決算状況と調理員数は、非常勤職員の活用や民間委託の実施

などにより、決算額（総額及び人件費）、正職員数ともに、減少傾向となっています。

今後も効果的・効率的な運営に向けた取り組みを進めます。 
 

（人） 

学 校 給 食 調 理 場 等 の 変 遷 
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  ※平成 8 年 12 月、「枚方市行政改革大綱」策定 

 
学校給食管理運営経費の決算状況と調理員数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（２）中学校給食調理場 
   これまで、本市の中学生の昼食については、弁当の持参をお願いしてきました。 

家庭からの弁当は、弁当づくりを通して保護者が子どもとの絆を深めることができ、

体格などの子どもの個人差にあわせたきめ細かな対応が可能となります。 

一方、給食は、栄養価に配慮し、心身ともに成長期にある生徒の健康・体力づくり

に大きな役割を果たすとともに、豊富な献立により多彩な「食」を提供することがで

きます。 

本市においては、選択制による中学校給食を実施することにより、家庭からの弁当

と給食のそれぞれの特徴を生かしつつ、食を通じて、次代を担う子どもたちの健全な

心身を育み、健やかな成長と学びを支えることを目指すこととしており、今後、より

早期の調理場整備に向けた着実な取り組みを進めていく必要があります。 
 

年 度 
決算額 

(百万円) 

うち 

人件費 
(百万円) 

 調 理 員  (人) 

正 職 員 （正職員比率） 再任用職員 非常勤職員 臨時職員 必要数 

平成 8 年度 2,174 1,900 165 (100%) 0 0 0 165 
 20 年度 1,328 891 75 (58%) 20 26 8 129 
 21 年度 1,216 813 63 (49%) 26 24 15 128 
 22 年度 1,210 768 56 (44%) 20 47 5 128 
 23 年度 1,145 706 49 (39%) 20 51 7 127 
 24 年度   47 (38%) 14 59 5 125 
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４．学校給食調理場の整備の手法 
（１）小学校給食調理場 
 ① 今後の給食調理場の整備手順について 

学校給食は、調理場の建て替えの工事期間においても給食提供を継続する必要があ

り、単独調理場の整備の間は、共同調理場からの配送が必要となります。このため、

共同調理場の整備を優先し、その後に単独調理場の整備を行うこととします。 

また、老朽化に伴う事故等の発生時における調理食数への影響を極力抑制し、安定

的かつ継続的な給食提供を行う観点からも、１施設あたりの調理食数が多い共同調理

場の整備を単独調理場の整備に優先することが適切と考えられます。 

 

 

② 共同調理場の整備について 

ⅰ）共同調理場の配置数 

  危機管理の観点からは、万一の場合における事故等によるリスクの低減を図るた

め、施設の複数配置が望まれるところです。しかし、一方では効果的・効率的な運

営を行うため、一定規模の施設整備を図る必要があります。 

これらのことから、本市の共同調理場の配置数については、現行と同様に最少の

複数配置である２か所配置とすることが妥当と考えられます。 

 

ⅱ）共同調理場の整備手順 

  小学校給食調理場の老朽化が進む中、安全で安心な給食の提供を確保する観点か

ら、より早期の施設整備を図るため、２か所の調理場のうち最初に着手する共同調

理場（以下「（仮称）新第１学校給食共同調理場」という。）は、新たに建設する中

学校給食共同調理場との合築とし、平成２７年度中の整備を目指します。 

（※詳細については別紙「（仮称）新第１学校給食共同調理場の整備概要（案）」のとおり。） 

 

本施設整備後に着手する２か所目の共同調理場（以下「（仮称）新第２学校給食

共同調理場」という。）の建設候補地については、市有地である元障害児通園施設

建設予定地（招提北町 1 丁目地区、面積 3,639 ㎡）を基本とし、早期の施設整備

に向けた検討を進めます。 

 

ⅲ）共同調理場の施設規模 

 a 共同調理場全体としての施設規模 

  共同調理場の配送校における食数は、今後微増の傾向で推移し、平成３０年度に

は約 8,200 食と見込まれます。また、共同調理場においては、単独調理場の建て

替え時における、当該校への配送食数を確保することが必要となることから、2 か

所の共同調理場全体としての施設規模は 9,000 食が妥当と考えられます。 

 

    b 各共同調理場における施設規模 

各共同調理場の施設規模の設定にあたっては、施設整備後における各小学校への
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効率的な給食の配送ができるよう、各共同調理場相互の位置関係と、配送校の位置

や食数規模などを考慮する必要があります。 

（仮称）新第 2 学校給食共同調理場の建設候補地を、元障害児通園施設建設予定

地とする新たな配送体制については、市域を南北に大別し、南部方面（６校、約

3,300 食）は（仮称）新第 1 学校給食共同調理場から、北部方面（11 校、約 4,900

食）は（仮称）新第 2 学校給食共同調理場からの配送とすることで、効率的な給食

配送を確保することができます。 

 

このため、共同調理場の施設規模は、（仮称）新第１学校給食共同調理場の施設

規模を 4,000 食とし、（仮称）新第２学校給食共同調理場の施設規模を 5,000 食

と設定するものです。 

将来的には、児童数の推移に伴う食数の変動が見込まれますが、施設規模をほぼ

同規模となる 4,000 食と 5,000 食とすることで、配送校の組み合わせを一部変更

することにより、効率的な配送への継続的な対応が可能と考えられます。 

また、中学校給食共同調理場との合築となる（仮称）新第１学校給食共同調理場

の施設規模を 4,000 食とすることにより、事業実施年度における市財政への影響

を最小限度にとどめるとともに、施設整備後の総合スポーツセンター多目的運動広

場用地の残余部分における臨時駐車場としての機能をより確保することが可能と

なります。 

 

 

③ 単独調理場の整備について 

   単独調理場については、老朽度及び食数規模等を勘案するとともに、将来的な児童

数の推移を注視する中で、一定の食数規模（300 食程度）に満たない調理場につい

ては、共同調理場からの配送への転換を行うことも含め、計画的な整備に向けた検討

を進めます。 

 

 

（２）中学校給食調理場 
中学校給食については、大阪府の補助制度を活用することで財政負担の軽減を図り、 

平成２７年度中に 6,000 食の施設規模の共同調理場を総合スポーツセンター多目的

運動広場用地に建設する方針としています。 
（※詳細については「中学校給食の実施手法等に関する方針(案)」(平成 24年 8月策定)のとおり。） 

今後は、小学校給食共同調理場との合築に向け、具体的な検討を進めます。 
 
※中学校給食の実施前における中学生の昼食支援については、希望する生徒に対し、

民間調理事業者による昼食提供を行うなどの取り組みに向けて検討を進めます。 
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５．学校給食調理場の運営形態 

（１）小学校給食調理場 
小学校給食調理場の運営形態については、現時点では、2 か所の共同調理場は直営

となっており、単独調理場は２８か所のうち２１か所が直営で、7 か所が民間委託と

なっています。 

本市施設の管理運営については、施設の役割や効果を検証し、効果的・効率的な民

間活力の活用を進めることが求められており、今後の給食調理場の運営形態について

も、民間委託の検討が必要であると考えています。 

また、調理技術や衛生管理のノウハウの継承、給食調理場全体としてのバックアッ

プ機能及び災害時における被災者への支援などの視点においては、直営による運営の

確保も必要と考えられます。 

これらの点を踏まえ、より適切な運営体制の構築に向けて、今後さらに検討を進め

ていきます。 

なお、中学校給食共同調理場との合築による整備を行う（仮称）新第 1 学校給食共

同調理場については、民間委託を予定している中学校給食共同調理場と、一体的に運

営することが効率的であると考えられます。 

 

 

（２）中学校給食調理場 
中学校給食調理場の運営形態についての基本的な考え方は、小学校給食調理場の場

合と同様ですが、中学校給食では、本市がこれまで実施していないランチボックス方

式とすることに伴い、給食提供の円滑な実施を図る観点から、民間事業者のノウハウ

の活用を図ることが適切であることや、選択制であることから調理食数の増減が見込

まれるため、このことに即応できる柔軟な運営体制も求められます。 

これらのことを総合的に判断する中で、中学校給食共同調理場については民間委託

による運営を予定しています。 



（別 紙） 

（仮称）新第１学校給食共同調理場の整備概要（案） 

 

１．整備概要について 

（1） 整備手法 

   小学校給食共同調理場と中学校給食共同調理場との合築とします。 

 

（2） 施設位置 

総合スポーツセンター多目的運動広場用地（出屋敷西町 2 丁目地区） 

 

（3） 施設規模 

   小学校給食共同調理場：4,000 食（食缶方式） 

  中学校給食共同調理場：6,000 食（ランチボックス方式） 

 

 

２．施設配置について 

  共同調理場の施設配置にあたっては、効果的・効率的な運営を図るため、事務所や更衣室、会

議室などを共用とし、施設建設費や運営経費の抑制を図ります。 

施設配置のイメージ図は次のとおりです。 

 

 （イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ランチボックス方式の中学校給食では、食缶方式の小学校給食と比較して、炊飯室及び盛付室が必要となります。 
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３. 整備事業費等について 

  共同調理場の概算整備事業費及び財源内訳については次のとおり試算しています。 

 （単位：億円）  

区 分 全 体 小学校分 中学校分 備 考 

施設規模（調理食数）  10,000 食    4,000 食  6,000 食  

事
業
費 

施設建設費 28.6 10.6 18.0  

用地取得費 14.3 6.5 7.8 7,500 ㎡で試算 

合計 42.9 17.1 25.8  

財
源
内
訳 

国庫支出金 3.1 0.5 2.6  

府補助金 7.9 － 7.9  

起債 21.0 11.0 10.0  

一般財源 10.9 5.6 5.3  

※事業費及び財源内訳については、今後の詳細設計に伴い変動することが見込まれます。 

 

 

４．運営形態について 

中学校給食共同調理場については民間委託を予定しており、合築により整備を行う小学校給食

共同調理場についても、一体的に運営することが効率的であると考えられます。 

 

 

５．整備時期について 

中学校給食共同調理場との一体的な整備を進め、平成27年度中の整備完了を予定しています。 
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区　　分
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成
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( 共同調理場建設工事 )

( 用地測量 ) ( 用地取得 )

( 実施設計等 )

（ 2月～7月 ） （ 9月～12月 ）

（26年7月～27年3月 ）

（26年10月～27年12月 ）

( 各種備品等購入 )

（ 6月～10月 ）

( 給食開始 )

（25年4月～26年3月 ）

（25年4月～26年3月 ）
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◎ 小学校給食調理場一覧表 
 

区 
分 

№ 調理場名 
 
 

建築年月 経過年数 建物面積 実施食数 
備考 

（敷地面積） 

共 １ 第三共同調理場  Ｓ４６．３ ４１年 ２,００３㎡ ５,１７６食 (４,０１１㎡) 
調 ２ 第四共同調理場  Ｓ４８．３ ３９年 １,１７１㎡ ２,７６３食 (２,３６９㎡) 

 ３ 春日小学校  Ｓ４１．３ ４６年  ４７６㎡  ５６５食  
 ４ 香里小学校  Ｓ４９．８ ３７年  ２８６㎡  ７５９食  
 ５ 菅原小学校  Ｓ５０．８ ３６年  １８５㎡  ６５９食  
 ６ 樟葉西小学校  Ｓ５０．８ ３６年  ２８６㎡  ８１１食  
 ７ 田口山小学校  Ｓ５１．３ ３６年  ２８６㎡  ９０７食  
 ８ 川越小学校  Ｓ５２．３ ３５年  ３１３㎡  ３８７食  

単 ９ 招提小学校  Ｓ５３．２ ３４年  ２７８㎡  ４６５食  
独 １０ 樟葉南小学校  Ｓ５３．２ ３４年  ２９９㎡  ４７０食  
調 １１ 桜丘北小学校  Ｓ５４．３ ３３年  ３０３㎡  ５７５食  
理 １２ 津田南小学校  Ｓ５４．３ ３３年  ３００㎡  ９３９食  
場 １３ 船橋小学校  Ｓ５４．１２ ３２年  ３０３㎡  ６１９食  

）  １４ 山之上小学校  Ｓ５５．３ ３２年  ３１６㎡  ６３４食  
直 １５ 氷室小学校  Ｓ５５．３ ３２年  ２８１㎡  ３６０食  
営 １６ 菅原東小学校  Ｓ５５．８ ３１年  ３０３㎡  ８７６食  

（  １７ 藤阪小学校  Ｓ５６．３ ３１年  ３０３㎡  ５７８食  
 １８ 蹉跎西小学校  Ｓ５６．８ ３０年  ３１７㎡  ６９１食  
 １９ 桜丘小学校  Ｓ５７．３ ３０年  ３２５㎡  ５８１食  
 ２０ 平野小学校  Ｓ５７．３ ３０年  ３１５㎡  ４４１食  
 ２１ 長尾小学校  Ｓ５７．３ ３０年  ３１６㎡  ５９０食  
 ２２ 樟葉北小学校  Ｓ５８．３ ２９年  ２９２㎡  ３０４食  
 ２３ 東香里小学校  Ｓ５８．３ ２９年  ３１５㎡  ３３４食  

単 
独 
調 
理 
場 

）  
委 
託 

（  

２４ 小倉小学校  Ｈ１７．２  ７年  ４２０㎡  ５５９食  

２５ 山田東小学校  Ｈ１７．２  ７年  ４２６㎡  ３１３食  

２６ 中宮小学校  Ｈ１８．２  ６年  ４０５㎡  ４８４食  

２７ 西長尾小学校  Ｈ１８．３  ６年  ４０５㎡  ６１１食  

２８ 伊加賀小学校  Ｈ１９．２  ５年  ３２５㎡  ８２０食  

２９ 蹉跎東小学校  Ｈ１９．２  ５年  ３２５㎡  ５４５食  

３０ 牧野小学校  Ｈ２０．３  ４年  ３４８㎡  ７２９食  
※経過年数は、平成２４年４月時点で算出しています。 

※食数は、平成２４年５月１日現在です。 
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小学校給食調理場配置図 
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